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建設業法等に違反

【建設業許可行政庁】
地方整備局長、各県知事

許可の取り消し

１年以内の営業停止

指示（業務改善命令）

違反の内容により

　建設業者が建設業法や入札契約適正化法に違反すると建設業法の監督処分の対象になります。
監督処分には、指示処分、営業停止処分、許可の取消処分の３種類があります。

　建設業者が建設業法に違反すると、監督行政庁の指示処分の対象になります。
指示処分とは、法令や不適正な事実を是正するために企業がどのようなことをしなければならないか、監督行
政庁が命令するものです。

　建設業者が指示処分に従わないときには、監督行政庁による営業停止処分の対象になります。
一括下請禁止規定の違反や独占禁止法、刑法などの他法令に違反した場合などには、指示処分なしで直接営
業停止処分がかけられることがあります。営業の停止期間は１年以内で監督行政庁が判断して決定します。

　不正手段で建設業の許可を受けたり、営業停止処分に違反して営業したりすると監督行政庁によって、建設
業の許可の取り消しがなされます。一括下請禁止規定の違反や独占禁止法、刑法などの他法令に違反した場
合などで、情状が特に重いと判断されると指示処分や営業停止処分なしで、即、許可取消となります。

　　建設業法に違反すると問　２０

指　示　処　分（建設業法第28条第1項、第２項）

営業停止処分（建設業法第28条第3項）

許可取消処分（建設業法第29条）


